
・市民プラゴミ袋購入負担減

・一般会計負担減

　プラ圧縮梱包施設管理・運営費

　プラ収集・運搬費

　プラゴミ袋売上利益 減

　プラ施設建設補助金返還金

5.6億円／20年

25.8億円／20年

7.8億円／20年

22.0億円／20年

－2.9億円／20年

－1.1億円／20年
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プラスチックゴミ分別は即時中止し!!
可燃ゴミ袋へ
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新志会　満仲　正次
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新志会　辻内　裕也
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●質疑…

　市長に対し議案の内容や提案の理由などについて、

　疑問の点や不明な点を問うこと。

●一般質問…

　議員が本会議で一般事務や将来に対する方針など

　市政全般について質問すること
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し
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業
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行
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ま
し
た
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こ
れ
は
、
平
成
29
年
度
事
業
の
中
か

ら
、
議
員
自
ら
が
評
価
対
象
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業
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は
「
現
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評
価
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の
方
向
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の
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つ
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目
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こ
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ジ
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く
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と
が
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総務安全委員会事業評価

教育福祉委員会事業評価

パブリックリレーション事業（※）
おおむね適正
改善・効率化し継続

子育て支援拠点施設事業
おおむね適正
改善・効率化し継続

「確かな学力」向上非常勤講師配置事業
おおむね適正
改善・効率化し継続

事 務 事 業 名

現 状 の 評 価

今 後 の 方 向 性

事 務 事 業 名

現 状 の 評 価

今 後 の 方 向 性

事 務 事 業 名

現 状 の 評 価

今 後 の 方 向 性

都市経済委員会事業評価
有害鳥獣対策事業
おおむね適正
拡充

コミュニティバス運行事業
一部不適正
改善・効率化し継続

事 務 事 業 名

現 状 の 評 価

今 後 の 方 向 性

事 務 事 業 名

現 状 の 評 価

今 後 の 方 向 性
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再
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合計31.4億円の負担減

議
案
質
疑
・
一
般
質
問

6月20日
6月21日
6月22日
6月23日

第２回定例会

9月12日
9月13日
9月14日
9月15日

第３回定例会

※桑名の知名度向上・観光
客誘致等を目的とした、桑名
市東京PR事務局開設及び
フィルムコミッション（映画・
TV等の撮影誘致）事業

子育て情報について
　３０代までのスマホ普及率は平均８６．７％。母
子手帳は持ち歩かなくてもスマホは必ず携帯すると
言われている。「子育てアプリ」「電子母子手帳」
等、子育て支援に身近なスマホを活用しては。
　紛失の恐れもなく予防接種スケジュール、成長記
録のグラフ化など、有効な手段の一つとして考えて
いる。様々な角度から研究していく。
市民の求めるサービスについて
　公共施等の見直しの必要性には一定の理解を示す
が、唐突にサービス打ち切りや低下があれば問題で
ある。市民の立場に立った対応について問う。
　将来を見据え長期的展望に立った持続的な行政運
営が必要と考える。改革を進め満足度を上げるため
の新たな取組を実施する時は一時的なサービス低下
につながることもあるが、理解を深められる丁寧な
説明と的確な情報提供を行うことで、できる限り混
乱のないよう誤解を招くことがないよう努める。
メディアリテラシー教育について
　情報は大人が防ごうとしてもスマホ等を通して子
どもに届いてしまう。フェイクニュース等見極める
力をつける教育が必要と考える。
　インターネット上には真偽のつかない膨大な情報
が流されている。何が本当か見極め、自分が何をど
れだけ必要としているか判断し、必要なことを必要
な分だけ取り出し活用できるよう、メディアリテラ
シーを高める指導のさらなる充実に努めていく。

人権及び道徳教育について
　人権教育と道徳教育は密接な関係にある。
　平成２７年３月の学習指導要領改正により、道徳
教育は、教科外活動から特別の教科「道徳」となり、
中学校では平成３１年度、小学校では平成３０年度
から必須科目となる。そこには、教え育つ「教育」、
共に育つ「共育」、協力し合う「協育」の姿が求め
られると考えている。
　教科書ばかりでなく、桑名空襲や伊勢湾台風等の
聴き取り調査や史実において、桑名でしか語ること
のできない人権及び道徳教育の地域教材があると考
えられる。
　今後の人権及び道徳教育の推進策について市教委
の考え方は。
　道徳教育では、道徳的価値の理解をもとによりよ
く生きるための内面を育てることを目標としている。
　人権教育では、人権を尊重する態度や行動力を育
成することを目的とし、全ての教育の基盤となるも
のと考えている。子供たちがあらゆる差別を解消す
る主体者となり、一人一人の自己実現が保障される
幸せな社会を目指して、本市で作成している人権ノ
ート「太陽」や同和教育副読本「あゆみ」を活用し
た教育実践の推進を図っていきたいと考えている。
　また、伊勢湾台風や戦争の体験者、障がいのある
方々等、地域にお住まいの当事者の方々からもお話
を聞くことや、地域教材の発掘等も効果的な学習の
一つであると考えている。

旧多度西小学校跡地活用と住民参加について
　小・中一貫校の推進施策により、小学校の統廃合
が進むことが予想される。先に統廃合に伴い廃校と
なった旧多度西小学校を事例として、今後の小学校
のあり方や役割について問う。
　小学校は主にＮＰＯ法人により活用されており、
運動場は主に地元自治会の方々の交流の場として活
用されている。
　利用されている他の団体とはどのような団体か。
自治会、スポーツクラブ、ＰＴＡ等も利用している。
　これが統廃合のモデルケースとなり得るのか。
　小学校は地域の中心施設で多度地区に限らず地域
の皆さんの思い入れや歴史がある。閉校となった場
合は地域の特性を鑑み、地域の皆さんと一緒に跡地
利用を判断する。
自由通路と桑名駅を中心とするまちづくりについて
　自由通路の建設などハードが先行しているが、ま
ちづくりのヴィジョンについて将来にわたる見通し
を問う。
　桑名駅周辺はコンパクトシティの核となる区域で
ある。桑名駅自由通路と桑名駅西土地区画整理事業
を一体的に実施、基盤整備を進めている。
　出来上がってからではなく、中間報告はするのか。
　今後、駅周辺の整備方針については、桑名駅周辺
土地利用構想懇話会からの提言も踏まえて、節目節
目の情報を絶えず提供し、広く市民の皆様に知って
いただくよう努力していく。

保護観察中の少年等の社会復帰について
　保護観察対象者で就労している場合と、就労して
いない場合では再犯率が４倍違う。こういったデー
タからも、桑名市も千葉市が行っているように、保
護観察対象者を臨時的任用職員として雇用し、支援
をしてはどうか？
　全国的にみると、都道府県・市町村あわせて４７
自治体で雇用する体制を進めている。桑名市として
も、保護観察中の少年の社会復帰につながるべき雇
用について検討していきたいと考えている。 

「桑名竹取プロジェクト」について
　総事業費約２５００万円の本事業についてどのよ
うに評価しているのか？平成２８年度の基本目標では、
自主運営のできる事業主体の形成も挙げられている。
　プロジェクト設計図を整理し、今後の事業基盤の
構築をまとめ上げた。言うなれば、仕組みの種をま
いた段階である。

自動販売機型行政からの脱却
　今後の行政は自ら積極的に情報や課題を公開して、
それを民間や市民と協力して課題解決をしていく必
要がある。桑名市としてはどのような情報開示が必
要だと考えているのか？
　必要なデータとは何かを調査した上で情報提供し、
多くのニーズに応えていきたい。

これからの農業について
　財政が厳しい桑名においては産業の確立が必要で、
農業も新しい産業として確立できる分野だと考える
が、いかに推し進めていこうとしているのか？　
　中間管理事業などを活用し、土地の利用集積を推
進して効率的な経営支援を行う。収益性の高い農作
物の生産、加工、販売、６次産業化の推進を図る。
　農地集積をはかり集約化を進めれば逆に米の単価
は下がり、農家の方はさらに苦しむ。米ばかりでは
なく、野菜・果物・花などへの農産業の転換を図る
必要があると考えるが。
　主食用米、飼料用米といった新規需要米、麦・大
豆など米の栽培以外にも取り組んでいただき、経営
の安定化を図っていただきたい。
避難施設（命山）の整備について
　少しでも早く整備していくには、市所有地を集約
化し大きな土地にまとめるか、民間・自治会の遊休
地を提供していただくなど協力をいただき、人工高
台の整備をすることが近道であると考えるが。
　津波・高潮等の浸水時の一時避難の実現に向けて
取り組んでいる。命山を整備するための盛土の土は、
国土交通省と交渉し良質な浚渫土（河川の底に堆積
した土）を確保することができた。場所は伊曽島地
区に計画する。公共用地では面積的に制限があり、
土地の集約にも時間がかかるので、民間の土地を活
用させていただければ、整備について早く実現に向
けた取り組みができ、有効な選択肢と考える。

４月「新体制移行後」の市政運営
　３月議会では公共施設使用料改定値上げ関連議案
「３０議案」否決！
　ゴミ袋変更・値上げ改定に対し、市民は「現在の
物が使えず、環境・環境と言いつつ処分しなければ
ならないのか。」とした厳しい意見！　所見を！
　公共施設使用料改定について、３月議会では市民
を代表される議員各位から周知・説明不足や各種団
体への影響等、ご指摘・ご意見を多く受けた。その
結果「３０議案否決」の結果となった。これを受け、
新執行体制後に庁内関係部課で検討・協議を重ね６
月議会に条例改正案を提出した。ゴミ袋に関しては
、無駄にならないような対応を検討中である。
地域包括ケアシステムの現状
　平成２７年度に策定したこの計画について、５月
２３日の厚労省委員会参考人質疑で桑名市の事例が
出され「介護生活からの卒業が先行し、若干のゆが
みにつながっている。ケアマネージャー等も委縮し
ている。」と問題提起された。新聞１紙にも報道さ
れている。検証の必要はないのか！
　この計画を形にすることが住みよい地域になると
いう思いで取り組んでいる。
　介護保険からの切り捨て、安上がりのサービスへ
の誘導などのご意見や、地域包括ケアシステムに対
し批判的な報道がされていることも把握している。
高齢者が、できるだけ元気な状態で生活できるよう
取り組んでいきたい。

桑名市公報について
　桑名市公報発行規程第３条（発行）についてどの
ような流れで発行になるのか。その工程の説明を求
める。
　公報は、各課から告示や公告などの公表を要する
ものの報告を受け、それを市役所前の掲示場に掲示
している。それをまとめたものが公報である。第３
条の規定に従い、発行日が休日に当たる場合を除い
ては毎月１日、１５日に発行することとなっている。
　桑名市公告式条例第２条の掲示方法は適切か。
　公布場所は市役所前の掲示場で総務課でも見るこ
とができる。議員からの指摘もあり改善に取り組む。
次期介護保険事業計画について
　現行相当サービスの継続について問う。
　近年の介護保険制度改正は、２０２５年に向けて
「地域包括ケアシステムの構築」と「費用負担の公
平化」が重点事項となっている。介護サービスを利
用するというのは、いざという時の介護の保険を使
うということ。そもそも、保険というのは常に使う
ことが前提ではない。加齢の伴うリスクに対し、と
もに助け合う仕組みである。「卒業」を目的に無理
に行うことでもない。
　基準を緩和することによるメリットやデメリット
となる点を踏まえて、現在実施している訪問・通所
介護相当サービスを継続するという案を基に、地域
包括ケアシステム推進協議会でご意見をいただきな
がら検討を進めているところである。

小中一貫校多機能複合化事業について
　この事業の計画について。来年の３月末を目標と
したことの理由をお尋ねしたい。
　７月１日と２日に「地域とつくり、育む学校」を
テーマに小中一貫校シンポジウムを開催したところ、
市民の皆様から小中一貫教育の必要性や学校統合の
必要性などの周知が充分でないとのご意見を頂いた。
　多度地区小中一貫校多機能複合化事業基本構想・
基本計画の策定に向けた中間案を延期させていただ
き、まずは地域の皆様方に小中一貫教育の必要性な
どをしっかりと説明させていただくための住民説明
会を開催させていただきたいと考えたところである。
今後については「全員参加型市政」で事業を進めて
いく。
地域創造プロジェクト（案）について
　各地区へ出向き住民説明会を開催されてきた。当
局としては、懇切丁寧に説明されたと思っているの
ではと思うが、私としては、まだまだそんなように
思っていない。
　どのように今後取り組まれるのか、お尋ねしたい。
　「地域創造プロジェクト（案）」は将来を見据え
た、新しい地域のまちづくりのあり方を市民の皆さ
んと行政がともに考えていこうとするものである。
　今後、対話を重ねることにより、理解が深まると
考えている。

動物愛護
　野良猫を減らす取り組みについて
　猫の不妊去勢手術に関する補助は去年、５４５件
１，２４７，０００円。また三重県主導でTNR活動
を推進している（捕獲・不妊去勢手術・元の場所に
戻す）。平成２５年の法改正により、ペットショッ
プでの猫等を販売する際に現物確認・対面説明など
の義務が追加され、安易に販売できなくなったとも
に、ペットショップから保健所への猫等の引き渡し
もできなくなった。
放射性汚染土
　放射性汚染土の市内での使用について
　市内での使用実績もなく、今後も使用する予定は
ない。
危機管理体制
　ゲリラ豪雨対策について
　豪雨が頻繁に発生しており、ひとたび決壊が起こ
ると市民の生命財産を脅かす。国や県とも連携して
水害対策の体制づくりを進めている。
　大雨で増水時に水防団に出動させるのか？
　危険が切迫した場合は団員の皆さまの安全を優先
し、直ちに避難するようにお願いしている。
　河川内の堆積土砂や生い茂っている樹木の除去等、
堤防の安全対策にかかる対応は。 
　堆積土砂・樹木除去、堤防安全対策は、河川管理
者である国、県へさらなる推進を要望していく。

農地の保全と食の安全について
　①耕作放棄地の実態把握が正確になされているか。
　②農業の担い手不足について市の考えを問う。
　③地産地消の推進についての市の考えを問う。
　桑名市の農家戸数は直近の調査で１２１３戸（桑
名５６４戸，多度３１８戸，長島３３１戸）で、こ
の内同居後継者が有る農家数は全市で４３６戸である。
また、耕地面積は田１４２ha、畑８６ha、樹園他５
０haであり、耕作放棄地面積は約５２haとなっている。
　農地は食料の供給だけでなく国土保全や水源確保
など多面的な機能を有し、大雨時には水害防止の役
割も果たしているため、その機能保全のためにも後
継者不足が市の主要課題と認識している。
　また、食の安全のために鮮度がよく生産者の顔が
見えやすい地産地消の取組みも重要と考える。
　獣害と担い手不足、これは日本独自の問題か？ア
メリカ、カナダ、イギリス、フランスでも獣害被害
はあるがスイスはない。一方ドイツ、イギリスは農
業者が不足していない。諸外国の参考事例はないか。
　スイスは獣害がなく耕作放棄地もないが、これは
制度的に国がきちんと誘導をかけているからである。
今後はＡＩ（人工知能）等、新たな技術に期待する。
　農業は市民の食料、生活の根源という認識にたち、
農業施策についても取り組んでいく必要がある。市
はなぜ獣害が増えたかをどう考えているか。
　野生動物の生息範囲が広がり、人間との緩衝帯が
なくなったためと考えている。

教育問題に関して
　小中一貫校は、決定事項なのか。①小中一貫校に
ついて説明責任を果たしたか。②必要性は何処にあ
るのか。③何故、複合施設なのか。④お金はあるの
か。
　①教職員、ＰＴＡ連合会の会長に対して説明会を
実施。今後、多度地区で保護者や地域住民等に実施
し、小中一貫教育、小中一貫校の必要性等について
丁寧に説明責任を果たしていく。②本市の教育推進、
充実の上で、有効な方策であると考えている。効果
を最大限に発揮できるのは、日常的に小中一貫教育
の取組が行え、児童生徒一人ひとりに合った教育が
提供できる施設一体型小中一貫校の設置。③小中一
貫校を軸に、福祉、社会教育施設等の公共施設機能
を複合的に有する事で、地域住民の皆様方のコミュ
ニティ活動や多世代交流の拠点施設を目指す。④協
議し、合意形成を図りながら一緒に検討していく。
　多度地区でのモデル校推進について。①何故、多
度地区だけで説明会をするのか。②名張市では止め
るようだが中止もあるのか。③「何が欲しい」と聞
く意味は。
　①多度地区でモデル校を推進するから。②名張市
は延期になったと聞いている。地域とともにある学
校づくりを行い、子供が行きたくなる学校、保護者
や地域の方が行かせたくなる学校にしていきたい。
　③地域の皆様や保護者の皆様、学校の先生方と一
緒に検討、協議していきたい。

　桑名市はタダ今をもってプラ
スチックの分別・収集運搬･圧縮
コン包を中止し、可燃ゴミ袋へ
投入するよう制度変更し、約３
１億円の市民負担減と財源確保
を致すべきではないか。
　また　この容器包装リサイク
ル法からの離脱により余分な収
集・運搬・圧縮・コン包とプラ
ゴミ袋自体が削減され、環境
（改善にも）資するのである。
　容リ法のもとゴミを減らし、資源を有効に利用す
る循環型社会形成のため、分別収集は必要と考える。
　節税に関し、具体的な数字（上記参照）・根拠を
申し上げたが、お認めになるか。
　桑名広域清掃事業組合等の中で、経済的・技術的
な観点を含め、設置されたと認識している。
　本当にプラスチック（分別）は必要なのか、中止
という事（のため）の判断（材料を得るため）、
（上記節税額の）数字・契約・法を検証されるか。
　数字は持ち帰って確認させて頂けたらと思う。
　容リ法は市民負担の余分な収集で環境を破壊、そ
のプラを官僚の天下り先企業へ横流す為の悪法だ!!
　プラ施設は日本全体のスウ勢の中での取組みだ。

桑名駅周辺の整備について
　桑名駅東地区における特別用途地区と建築制限に
ついて。
　市民満足度調査の結果では、駅前の整備や商店街
の活性化についての不満を抱えており、大きな課題
となっている。また、地元商業団体からも懸念する
声をいただいており、これらの課題への取り組みと
して、都市計画法による特別用途地区を指定し、建
築基準法による条例を定め、法的な手法を活用した
ルールにより、長期的な視点で土地利用を促し、ま
ちづくりに取り組むことが必要と考えている。
　特別用途地区の指定と建築制限については２回の
説明会を行い、現行施行している指導要綱の説明を
通して、様々な意見をいただいている。主な意見と
して、駐車場や商業施設の面積確保など経済性を懸
念する意見など、この取り組みの賛否に関する内容
が見られたことから、本市の考えに市民の意見を取
り入れた方向での条例にできないか指示をしている。
　そのうえで、商業誘導面積の規模を、建築主や事
業者側で選択できるよう検討し、また遊戯施設等の
既存権利を保護することなどを配慮した条例制定に
向け、取り組んでいく。

（仮称）まちづくり協議会の設立について
　①市民との合意形成について
　②サービス低下への対応策について
　③スタートまでのスケジュールについて
　①この７月から８月にかけて各地域でオープン型
の地域説明会を開催し、各会場で地域別の人口推計
や総合支所、地区市民センター、公民館の利用状況
のほか、それらに係る経費等を数値で示し、これか
らの行政のあり方や地域コミュニティのあり方を地
域と行政がともに考え、解決を図るという「市民と
行政による協働のまちづくり」を基本視点に説明。
　②新たなサービスとして、イ）市内全域を対象に
高齢者や障害者等の外出が困難な方を対象とした各
種証明書類の宅配サービスの実施。ロ）窓口業務を
集約する地区市民センター管轄内の郵便局窓口での
各種証明書の発行。ハ）地区市民センターから「ま
ちづくり拠点施設」へ機能転換する７施設にマイナ
ンバーカード対応型の証明書交付機を設置。ニ）マ
イナンバーカード取得を推進するために、１０月か
ら各地域を巡回して申請にお手伝い。を予定してい
る。
　③「まちづくり協議会」の設立には、地域によっ
て違いはあるものの時間を要するものと考えており
平成３０年４月は、まず新しいまちづくりの検討を
進めるための場づくりや体制の整備を行っていく。

政治的リテラシーの育成について
　若年層の政治参加を促す上で政治的リテラシーを
育成するシティズンシップ教育を導入することが必
要であると考えるが所見を問う。
　若年層の低投票率が及ぼす今後の社会への影響は
非常に深刻な問題であると捉えている。本市におい
ては、小中学校の社会科公民分野の授業で政治や経
済の仕組みを学習するとともに総合的な学習の時間
や特別活動の中で身近な問題を議論したり解決に向
けて行動する学習を進めている。今後も、知識理解
の学習に止まらずシティズンシップ教育が重視する
社会の制度を用いて自分たちの思いを社会に反映さ
せていくというスキル面の学びも大切にしながら社
会への架け橋となるような教育を展開していく。
児童会・生徒会活動について
　児童会・生徒会活動の現状について問う。
　児童会・生徒会活動は自分たちの力で学校生活を
より良くしていこうという自治的活動の取り組みの
一つとして位置付けている。
　現在、小学校２７校の内、選挙を伴う児童会があ
る学校は６校、選挙を行わずに児童会に準じる単独
の委員会で運営している学校が９校、児童会の活動
内容を各委員会や係活動で分担して行っている学校
が１２校となっている。中学校においては全ての学
校に生徒会がある。今後は、児童会・生徒会活動の
拡大を前提に運営組織のあり方については児童会役
員選出の方法も含めて議論を進めていく。

地域創造プロジェクト（案）を問う
　総合支所の地区市民センター化・業務縮小、地区
市民センターでの窓口業務廃止、（仮称）まちづく
り協議会及び地域一括交付金制度等は、今までの行
政サービスを大きく変更するもので、理解をする部
分もあるが慎重な対応が必要。７～８月に、市主催
で１６回開催した「オープン型地域説明会」のアン
ケートでは「概ね理解」が２７％でその中にも反対
・疑問を示す意見もある。本年４月の議会報告会３
会場でも厳しい意見が出されている。市の考えは。
　説明会は５８０名の参加。貴重なご意見ご質問を
しっかり受け止め必要な対応をとっていく。市民と
行政の協働によるまちづくりを基本とし、市民サー
ビス低下や地域課題に配慮し推進していきたい。
（仮称）福祉ヴィレッジについて
　陽和中学校区内に福祉目的として寄附を受けた土
地に山崎乳児保育所を含む４施設を整備し約５０年
が経過した。施設間の連携により多世代・多機能と
いう先進的視点で市は事業推進を図ってきた。施設
も老朽化し、私も折に触れ「福祉村」と述べ、ここ
に４機能を含む多世代・多機能型の福祉ヴィレッジ
構想には大いに理解を示すが民間による整備・運営
の方針であり現在の通園者等への配慮や、民間の継
続的な支援・運営に課題があるのでは。市の対応は。
　土地の提供や、公から民への円滑な事業移行に向
け必要な支援を行い、継続して事業の充実に向けて
の協議を行う等、協力して事業運営に取り組む。

豪雨対策について
　気候の変動によるこれからの対策について。
　本市では過去に浸水した排水能力の低い地域周辺
で０．３ha以上１ha未満の開発を行う際には、桑名
市開発行為に関する指導要綱に基づき、開発行為に
伴い増加する雨水等の流出量を調整するために、一
時貯留の調整槽を含めたその他適当な施設を設置指
導している。それだけでは、雨水排水対策としては、
充分なものではなく、他の市において、取り組まれ
ている雨水流出の抑制や対策の先進事例を今後も注
視していく。
多度工業団地の安全対策について
　工業団地内の企業に通勤する従業員の安全対策に
ついて。
　地区内のカーブミラーや街路
灯の設置については、隣接する
多度アイリスパークの利用等も
考慮し、検討していく。横断歩
道の設置、県道の横断歩道設置、
信号の時差式への変更について
も、所管の県及び公安委員会へ
要望していく。
北勢地域のスポーツ施設のあり方について
　本市が考える公認規格のスポーツ施設の配置は。
　北勢地域には県営の大規模な施設はなく地域的な
バランスを考慮した配置となるよう県への要望を検
討していく。

７月１０日「豪雨」被害を問う
　午前中、桑名西部地域を豪雨が襲った。浸水被害
が度々発生している蓮花寺地区では、本年３月に福
祉センターグランド調整池（事業費８千万円）を新
設したばかりであるのに浸水被害が発生した。新設
（２千９百㎥）・上流側の調整池（１万６千㎥）で
も相当の余裕があり、今回の浸水面積から判断し、
５百ｔ程度の雨水が調整池に流入していれば、被害
は大幅に軽減できた。豪雨時に十分な浸水地区や関
係調整池の確認・検証がされているとは言い難い。
　新設調整池では１千２百ｔの貯水と想定され、一
定の浸水軽減はされたと思われるが、調整池を効果
的に機能させるため流入経路改良等のを検討する。
小中一貫教育について
　中１ギャップ・高１クライシス等を問う。人は環
境変化による壁、大学生・社会人では五月病、高校
生では高１クライシスがある。小中一貫について中
１ギャップ解消が言われるが、成長段階で必要な壁
とも考えられ問題を先送りするだけではないか。
　子ども達の成長が早期化する中その実態は多様化
し、環境の相違から学校生活へ不適応を起こす場合
もあり段差を適度にするため必要と考えている。
　施設整備について大山田東小の増改築工事（約８
億円）から判断すれば多度小中一貫多機能施設の学
校関係のみで６０億円以上必要と考えられ、財政状
況や市内で教育格差の問題は発生しないか。
　財政状況等を勘案しながら推進していきたい。

がん予防の観点からの対策について
　「受動喫煙対策について」がんは、日本人の２人
に１人が生涯のうちにかかる「国民病」とさえ言わ
れており、厚労省の喫煙の健康影響に関する検討会
がまとめた報告書(タバコ白書)の中では、喫煙は、肺
がん、喉頭がん、胃がんなどに加え、循環器疾患や
呼吸器疾患等とも因果関係がある。受動喫煙につい
ては、肺がん、虚血性心疾患、脳卒中と因果関係が
あり、また国立がん研究センターは、受動喫煙によ
る死亡者数を年間約１５，０００人と推計している。
　不特定多数の方が利用する、桑名駅前やバス停な
どに「禁煙エリアを」を設ける等受動喫煙対策につ
いて当局の見解は。
　桑名駅周辺を受動喫煙防止区域とすることについ
ては、桑名駅周辺の街づくりの関係各機関や、市関
係各課と情報を共有し検討する。
　桑名駅は東西自由通路の工事が始まり、いい機会
ですので、他市では「ポイ捨て条例」を根拠に、
「禁煙エリア」を設置している所もあり、「ポイ捨
て条例」も視野に入れた取り組みは考えられないか。
　駅周辺の路上喫煙とポイ捨ての禁止については、
名古屋市などでも実施しており、今後の駅周辺の整
備に合わせて、検討する課題であると認識している。
　たばこを吸う人、そうでない人がお互いに気持ち
良く駅を利用していただける快適な公共空間を目指
していく。

学校教育におけるパソコン問題
　近隣都市の学校現場での校務用パソコンの整備状
況は、いなべ市→小・中学校とも８７％。四日市市
→小・中学校とも１００％。鈴鹿市→小・中学校と
も８０％。津市→小・中学校とも１００％。
　桑名市→小学校が８０％。中学校では０％と信じ
られないくらいの整備状況。
　教師は教材作りは自分自身のパソコンで、生徒の
成績作りは校務用パソコンで…。教師は教材作りの
過程では児童・生徒の成績等確認したくなるのが、
教師の宿命と考える。プライバシーや激務からの緩
和のためにも、校務用パソコンの１００％設置が必
要と考える。
　校務の効率化を行い、児童・生徒と向き合う時間
の確保、情報セキュリティ向上のためにも、財政当
局・関係部署と協議して行きたい。

　名古屋市でのパソコンを通しての「闇サイト殺人
事件」を踏まえて、教育現場でのパソコン教育の取
り組みは？
　ある中学校校区では、小学６年生と中学生が一堂
に会し、ネットモラル講座を行っている。ＰＴＡ連
合会と連携し、「スマホおやすみ運動」を展開し、
夏季休業中に中学生意見交流会を開催。有害な情報
や誘い出しから子どもを守るため、フィルタリング
設定の徹底も行っている。


